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入 札 説 明 書 

 

この入札説明書は、愛媛県会計規則（昭和 45 年愛媛県規則第 18 号。以下「会計規則」という。）、

及び本件調達に係る入札公告において定めるもののほか、競争入札に参加しようとする者（以下「入

札参加者」という。）が、熟知し、かつ、遵守しなければならない一般的事項を明らかにするもので

ある。 

 

１ 競争入札に付する事項 

（１）件名 

ファイルサーバの借入れ 

（２）借入物品名及び数量 

ファイルサーバ一式 

（ファイルサーバ 11 台、搬入、設置、調整、撤去、保守一式） 

（３）借入物品の内容等 

別紙借入物品仕様書による 

（４）借入期間 

令和 6 年 5 月 1 日から令和 11 年 4 月 30 日まで 

（５）借入場所 

別添１「ファイルサーバ設置場所一覧」のとおり 

（６）入札方法 

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。 

また、落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当す

る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるもの

とする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札

書に記載すること。 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

（１） 知事の審査を受け、令和 5･6･7 年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有

すると認められた業者であること。 

（２） 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当しない者であること。 

（３） 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを証明した者であること。 

（４） 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。 

（５） 国及び地方公共団体等とＰＣ・プリンタ・サーバ等の事務用機器のレンタル、リースの契約

実績があること。 

 

３ 入札参加資格の確認 

（１） この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格審査申請書（様式１。以下「申請書」

という。）を知事に提出し、入札参加資格の確認を受けること。 

（２） 申請書は、（５）イに掲げる場所に直接提出すること。 

（３） 入札参加資格の確認の結果は、申請書を提出した者（以下「申請者」という。）に対して、令

和 6 年 4 月 1 日（月）までに、書面により通知する。 



（４） 申請書の作成 

ア 別添４「入札参加資格審査申請書作成要領」に準拠して作成すること。 

イ 別添２「性能条件表」に示す性能条件を満たしていることを示すこと。 

ウ 以下により迅速かつ適切な保守サービスの体制が取れることを示すこと。 

エ 上記アからウの条件を満たさない場合は、入札参加を認めない。 

（５） 申請書の受付 

ア 受付期間 

令和 6 年 3 月 22 日（金）から 3 月 28 日（木）までの執務時間中 

イ 受付場所 

愛媛県土木部土木管理局土木管理課技術企画室企画調整 G 

〒790-8570 愛媛県松山市一番町４丁目４－２ 

電話 089-912-2647 

（６） その他 

ア 申請書の作成に係る費用は、申請者の負担とする。 

イ 提出された申請書は返却しない。 

ウ 申請書について説明を求められた場合は、それに応じること。 

 

４ 入札参加資格が認められなかった者に対する理由の説明 

（１） 入札参加資格を認められなかった者は、その理由について、知事に対して説明を求めること

ができる。 

（２） （１）の説明を求める場合は、その旨を記載した書面を、令和 6 年 4 月 3 日（水）までに３

（５）イに掲げる場所に直接提出すること。 

（３） （２）の書面を提出した者に対する回答は、令和 6 年 4 月 5 日（金）までに、書面により行

う。 

 

５ 入札 

（１） 入札参加者又はその代理人は、別紙の借入物品仕様書、会計規則、特例規則及び契約に関し

て知事が別に定めるものを熟覧のうえ、入札しなければならない。この場合において、当該

借入物品仕様書等について疑義がある場合は、３（５）イに掲げる者に説明を求めることが

できる。ただし、入札後、借入物品仕様書等についての不知又は不明を理由として異議を申

し立てることはできない。 

（２） 入札参加者又はその代理人は、様式５による入札書を直接に提出しなければならない。なお、

郵便、加入電話、電報、ファクシミリ、テレックス、テレコピーその他の方法による入札は

認めない。 

（３） 入札書及び入札に係る文書に使用する言語は、日本語に限るものとし、また入札金額は、日

本国通貨による表示に限るものとする。 

（４） 入札参加者又はその代理人は、次の各号に掲げる事項を記載した入札書を提出しなければな

らない。 

ア 調達する物品の品目名等 

イ 入札金額 

ウ 入札参加者本人の住所、氏名（法人の場合は、名称又は商号及び代表者の氏名。以下同じ。）

及び押印（外国人の署名を含む。押印に際して、シャチハタ印やスタンプ印等、材質に耐久性



がない印鑑の使用や保存性のないインク等の使用は認めない。以下同じ。） 

エ 代理人が入札する場合は、入札参加者本人の住所、氏名、代理人であることの表示並びに当

該代理人の氏名及び押印 

（５） 入札参加者又はその代理人は、書類の文字及び印影を、明瞭でかつ消滅しないもので記載し、

入札金額は、アラビア数字を用いること。 

（６） 入札参加者の代理人は、委任状に、入札の際に代理人が使用する印鑑を押印すること。 

（７） 入札書は、封入のうえ提出すること。 

（８） 入札参加者又はその代理人は、入札書の記載事項を訂正する場合は、当該訂正部分に押印を

しておかなければならない。ただし、金額部分の訂正は認めない。 

（９） 入札参加者又はその代理人は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることは

できない。 

（１０）入札参加者又はその代理人は、入札書を提出するときは、入札公告等において求められた義

務を履行するために必要とする関係書類を併せて提出しなければならない。 

（１１）入札参加者又はその代理人が相連合し、又は不穏の挙動をする等の場合で、競争入札を公正

に執行することができない状態にあると認めたとき、又は天災その他必要と認められるとき

は、当該入札を延期又は廃止することがある。この場合において、入札執行者は入札者の損

害に対する責を負わないものとする。 

（１２）入札参加者又はその代理人の入札金額は、借入物品の本体価格のほか、ソフトウェア、搬入、

設置、調整、撤去、保守にかかる一切の経費を含めた月額借入金額を見積もるものとする。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当す

る額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものと

する。）をもって落札価格とするので、入札参加者又はその代理人は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の 110 分の 100 に

相当する金額を入札書に記載すること。 

（１３）入札参加者又はその代理人は、借入物品仕様書等に記載の調達に関する諸条件を十分考慮し

て入札金額を見積るものとする。 

（１４）入札書の提出先及び受領期限 

ア 提出先 

６（１）に掲げる場所 

イ 受領期限 

令和 6 年 4 月 4 日（木） 午前 10 時 30 分 

 

 

６ 開札 

（１） 開札の日時及び場所 

令和 6 年 4 月 4 日（木） 午前 10 時 30 分 

県庁第一別館 7 階土木部会議室 

（２） 開札は、入札参加者又はその代理人が出席して行うものとする。この場合において、入札参

加者又はその代理人が立ち会わないときは、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わせて

これを行う。なお、入札会場には、入札参加者又はその代理人及び入札執行事務に関係のあ

る職員（以下「入札関係職員」という。）を除き、上記以外の者は入室できない。 

（３） 入札参加者又はその代理人は、開札時刻後は入札会場に入場できない。また、特にやむを得



ない事情があると認められる場合のほか、入札会場を退場することができない。 

（４） 入札参加者又はその代理人は、入札会場に入場しようとするときは、入札関係職員に入札参

加資格審査結果通知書（以下「審査結果通知書」という。）又はその写しを提示することとし、

代理人にあっては入札権限に関する委任状（様式６）を提出しなければならない。 

（５） 入札会場において、次の各号の一に該当する者は、当該会場から退去させる。 

ア 公正な競争の執行を妨げ、又は妨げようとした者。 

イ 公正な価格を害し、又は不正な利益を得るための連合をした者。 

（６） 入札参加者又はその代理人は、本件調達に係る入札について２人以上の者の代理人となるこ

とはできない。また、他の入札参加者の代理人となることはできない。 

（７） 開札をした場合において、入札参加者又はその代理人の入札のうち、予定価格の制限の範囲

内の価格の入札がないときは、再度の入札をする。再度の入札をするもさらに落札者がない

ときは、２回を限度として見積に移行するものとする。この場合において、入札参加者又は

その代理人の全てが立ち会っている場合にあっては直ちに、その他の場合にあっては別に定

める日時において入札をする。 

 

７ 無効の入札書 

次の各号の一に該当する入札書は、無効とする。この認定は、入札執行者が行い、入札参加者

及びその代理人は、異議の申し立てができないものとする。 

（１）入札参加者又はその代理人の提出した２以上の入札書。 

（２）入札参加者に必要な資格のない者又は代理権限がない者の提出した入札書。 

（３）件名又は入札金額のない入札書。 

（４）入札金額の記載が不明瞭な入札書。 

（５）入札金額を訂正した入札書。 

（６）本人が入札する場合は、入札参加者本人の氏名及び押印のない又は判然としない入札書。代理

人が入札する場合は、入札参加者本人の氏名、代理人であることの表示並びに当該代理人の

氏名及び押印のない又は判然としない入札書。（入札に参加する者本人の氏名又は代理人であ

ることの表示のない又は判然としない場合には、正当な代理であることが代理委任状その他

で確認されたものを除く。） 

（７）誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札書。 

（８）調達物品等の名称に重大な誤りがある入札書。 

（９）「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）」に違反し、価

格又はその他の点に関し、明らかに公正な競争を不法に阻害したと認められる者の提出した

入札書。 

（１０）入札保証金を必要とする者で、その額が所定の額に達しない入札書。 

（１１）再度の入札において、当初の最低入札金額を上回る額の入札書。 

（１２）入札書の受領期限までに到達しなかった入札書。 

（１３）その他愛媛県会計規則又は入札に関する条件に違反した入札書。 

 

８ 落札者の決定 

（１） 有効な入札書を提示した者であって、予定価格の制限の範囲内で最低の価格でもって申込み

をした者を契約の相手方とする。 

（２） 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引



かせ落札者を決定するものとする。この場合において、同価格の入札をした者のうち出席し

ない者又はくじを引かない者があるときは、入札執行事務に関係のない職員に、これに代わ

ってくじを引かせ落札者を決定するものとする。 

（３） 入札価格に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。また、入札価格は、

消費税及び地方消費税相当額を含まないものとする。 

（４） 開札の結果、次のいずれかに該当すると認められるときは、予定価格の範囲内で最低の価格

で入札をした者を落札者としない場合がある。また入札参加者及びその代理人は、入札執行

者の行う調査に協力しなければならない。 

ア 契約の相手方となるべき者の申込みによる価格によっては、その者により当該契約の内容に

適合した履行がなされない恐れがあると認められるとき。 

イ その者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱す恐れがあって著しく不適当と認めら

れるとき。 

なお、最低の価格で入札をした者を落札者としない場合は、予定価格の範囲内で申込みを

した者のうち、最低の価格で申込みをした者を落札者とすることがある。 

（５） 落札者を決定したときは、落札者を決定したこと、落札者の氏名並びに落札金額を、落札者

とされなかった入札者に通知するものとする。 

（６） 入札参加者及びその代理人は、入札後、愛媛県会計規則、借入物品仕様書、契約条項等につ

いての不明を理由として異議を申し立てることはできない。 

（７） 入札参加者及びその代理人は、入札執行の完了に至るまでは、いつでも入札を辞退できる。

入札を辞退するときは、その旨を入札辞退書又はその旨を明記した入札書を、入札執行者に

直接提出することにより、申し出るものとする。また、再度の入札において、当初辞退した

入札参加者及びその代理人は、以降の入札には参加できない。 

（８） 競争入札を執行し、契約の相手方が決定したときは、契約の相手方として決定した日から５

日以内に契約の取り交わしをするものとする。ただし、契約の相手方から書面により契約締

結期限の延期の申し出があったときは、契約の履行に支障のない範囲でこれを延期すること

がある。 

（９） 賃貸借契約書及び契約に係る文書に使用する言語並びに通貨は、日本語及び日本国通貨に限

る。 

（１０）契約者が契約申込書に記名して押印しなければ、本契約は確定しないものとする。 

 

９ 契約条項 

  別添３「賃貸借契約書（案）」のとおり 

 

１０ 入札保証金及び契約保証金 

（１） 入札保証金 

入札参加者又はその代理人は、入札保証金を納付すべきこととされた場合にあっては、入札

書の提出期限までに、入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付しなければならない。 

（２） 契約保証金 

契約の相手方は、契約保証金を納付すべきこととされた場合にあっては、所定の手続きに従

い、所定の期日までに、契約保証金又は契約保証金に代わる担保を納付しなければならない。 

（３） 入札保証金及び契約保証金に係る取扱については、会計規則の規定による。 

 



１１ その他の事項 

（１） 入札参加者若しくはその代理人又は契約の相手方が、本件調達に関して要した費用について

は、全て当該者が負担するものとする。 

（２） 本件調達に関しての照会先は、３（５）イに掲げるとおり。 

（３） 本入札説明書について質問がある場合は、質問事項を記載した書面を直接提出すること。 

ア 提出期間 

令和 6 年 3 月 22 日（金）から 3 月 26 日（火）までの執務時間中 

イ 提出場所 

３（５）イに掲げる場所 

（４）（３）の書面を提出した者に対する回答は、令和 6 年 3 月 27 日（水）までに、書面により行

う。 

 

１２ 資格審査に関する事項 

  ２（１）の競争入札参加資格審査申請書の提出先並びに２（４）の資格審査に関する事項の紹介

先 

    愛媛県出納局会計課用品調達係 

    〒790-8570 

        愛媛県松山市一番町四丁目 4 番地 2 電話 089-912-2156 



別紙 

 

借 入 物 品 仕 様 書 

 

１ 借入物品等 

ファイルサーバ一式 

（ファイルサーバ１１台、搬入、設置、調整、撤去、保守一式） 

 

２ 借入期間 

５年間（令和６年５月１日から令和１１年４月３０日）の借入れとする。 

なお、翌年度以降の予算金額に減額又は削除があった場合は、契約を途中解除することがある。 

 

３ 借入場所 

   別添１「ファイルサーバ設置場所一覧」のとおり 

 

４ 機器の要求性能 

（１） 別添２「性能条件表」に示す性能条件を満たしていること。 

 

５ 保守体制の要件 

（１）保守サービスの形態 

「オンサイト保守サービス」であること。 

※オンサイト保守とは、障害連絡を受けた後、速やかに担当の保守要員が現地に入り、問

題箇所の確定と回復作業に着手することをいう。 

（２）保守サービスの期間及び対応依頼受付時間帯 

借入期間中の平日の午前８時３０分から午後５時１５分であること。 

（３）保守サービス対象物品 

ア ハードウェア製品とする。 

イ 但し、回復作業は、ＯＳ・アプリケーションソフト・各種設定等について納入時の状態

まで復元すること。 

ウ ＨＤＤ交換時には、旧ＨＤＤについては、データを復元できないよう、データ消去ソフ

ト等で消去したうえで持ち帰ること。 

  エ 回復作業を行った後は、必ず端末の正常性を確認し、担当職員の確認を受けること。 

（４）保守サービス体制 

  ア 故障受付窓口は、受注者自身とするなど保守サービス体制を一本化することによって、

故障受付窓口は１箇所とすること。 

イ 担当職員から不具合通報を受けてから３時間以内に、担当職員の指示する場所に到着し、

回復作業に着手すること。ただし、担当職員から回復作業着手時間の指示がある場合は、

この限りでない。 

ウ 回復作業が終了した際は、担当職員まで連絡すること。また、回復見込みが長時間に及

ぶ場合は、故障修理に関する作業の進捗情報を、担当職員へ連絡すること。 

エ ファイルサーバについては、障害発生時に早急に復旧（応急処置）するため、代替用の

ファイルサーバを 1台以上保有しておくこと。 

 

６ 借入費用 

（１） 別添３「賃貸借契約書（案）」の内容とし、機器費のほか、機器の搬入、設置、調整、撤去、

保守にかかる費用を含めること。また、調整には現行機器のファイルサーバのデータ移行作

業（４００GB程度/台）を含むこと。 

（２） 機器費には、機器を接続し動作させるために必要な、電源ケーブル、ネットワークケーブル

等の配線材も含めること。 

（３） 調整には性能条件表に示すソフトウェアのインストール作業を含むこと。 

（４） 庁舎移転等に伴うファイルサーバの移設及び調整が生じた場合の費用も含むこと。なお、移

設については、2回程度を想定している。 



別添１

機関 住所

本庁 松山市一番町４丁目４－２ 1

四国中央土木事務所四国中央市三島宮川４丁目６－５５ 1

東予地方局建設部 西条市喜多川７９６－１ 1

今治土木事務所 今治市旭町１丁目４－９ 1

中予地方局建設部 松山市北持田町１３２ 1

久万高原土木事務所上浮穴郡久万高原町久万190-1 1

大洲土木事務所 大洲市田口甲４２５－１ 1

八幡浜土木事務所 八幡浜市北浜１丁目３－３７ 1

西予土木事務所 西予市宇和町卯之町５丁目175－3 1

南予地方局建設部 宇和島市天神町７－１ 1

愛南土木事務所 南宇和郡愛南町城辺甲2420 1

11

ファイルサーバ設置場所一覧

設置場所 設置台数
（台）

合計
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性 能 条 件 表 

 

項目 性能条件 

ハードウェア（11 台分） 

形態 ネットワーク接続ストレージ（NAS）であること。 

ハードディスク装置 

RAID1 以上の構成であること。 

ホットプラグに対応していること。 

データ保存容量として 2TB 以上が確保できること。 

LANポート 1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T(自動切替) を 1ポート以上有すること。 

インターフェース USB3.0 端子×2 以上備えること。 

無停電電源装置（UPS） 

停電後一定時間の後、自動的に終了動作に入る機能及び自動終了操作が完

了し、安全にサーバ・システムが停止するのに十分な電源供給能力を有するこ

と。 

バッテリの寿命に合わせた定期的な交換費用を含むこと。 

バックアップ装置 
USB3.0（同等以上）接続外付け HDD へバックアップすることが可能なこと。 

サーバと同等以上の保存容量を有すること。 

ソフトウェア（11 台分） 

OS Windows Server IoT 2022 for Storage Workgroup 相当 

対応プロトコル TCP/IP、UDP、SMB 

UPS監視ソフトウェア 
無停電電源装置(UPS)を管理する機能を有すること。 

スケジュールにより、自動的に起動、終了する機能を有すること。 

ウイルス対策ソフトウェア 
以下のソフトウェアの動作を保証すること。なお、ライセンス番号は県が支給す

る。ServerProtect（トレンドマイクロ社製） 

 



 

 

賃 貸 借 契 約 書(案) 
 

 愛媛県（以下「甲」という。）と        （以下「乙」という。）は、次のとおり賃貸借に

関する契約を締結する。 

 

（契約の趣旨） 

第１条 乙は、甲に対して、この契約の条項に従ってファイルサーバ（以下「物品」という。）の使

用を提供し、甲は乙に対して賃貸借料を支払うものとする。 

２ 物品は、別紙１「明細書」のとおりとする。 

（物品の納入） 

第２条 乙は、物品を令和６年４月３０日まで（愛媛県の休日を定める条例（平成元年３月２２日条

例第３号）第１条に定める日を除く。）の執務時間中に、物品を稼働可能な状態にした上で、土木

管理課技術企画室内で仕様確認を受けた後、別紙２「ファイルサーバ設置場所一覧」の場所に納入

しなければならない。 

２ 乙は、前項の納入及び設置が完了した時は、甲に対し設置完了報告書を提出しなければならない。 

３ 借入物品の納入に要する費用は、乙の負担とする。 

（契約期間） 

第３条 賃貸借期間は、令和６年５月１日から令和１１年４月３０日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、翌年度以降において甲の歳入歳出予算の金額について減額又は削除が

あった場合は、この契約は解除するものとする。 

（賃貸借料） 

第４条 物品の賃貸借料は、月額        円（うち消費税及び地方消費税の額     円）

とする。 

２ この契約の期間中に乙の責めに帰すべき事由により甲が物品を使用できなかったとき、又は乙が

この契約を解除したときの賃貸借料は、日割り計算によって算定する。 

３ 賃貸借料について、賃貸借期間に１ヶ月に満たない端数日を生じた場合には、日割り計算をする

ものとし、円未満は切り捨てるものとする。 

４ 前項の規定による月額賃借料の日割りは、暦日数により行うものとする。 

（保守及び点検） 

第５条 前条の賃貸借料には、物品の保守に係る費用を含むものとする。保守サービスの形態はオン

サイト保守サービスとし、保守サービスの時間帯は原則として平日の勤務時間内（午前８時３０分

～午後５時１５分）とする。ただし、特に緊急を要する場合については、この限りではない。 

２ 保守サービスは、甲から保守対応依頼を受けた後、保守対応できる技術者が３時間以内に現地で

対応するものとする。ただし、担当職員から回復作業着手時間の指示がある場合については、この

限りではない。 

３ 乙は、前項の保守を、機器製造メーカーに委託して行うことができるものとする。委託を受けた

機器製造メーカーは、甲の承諾を得た場合に限り再委託することができるものとする。 

（賃貸借料の支払い） 

第６条 乙は、甲の使用した賃貸借料を四半期毎に取りまとめ、当該四半期の翌月１０日までに書面

をもって甲に請求するものとする。 

２ 甲は、前項の請求を受け、適正と認めたときは、これを３０日以内に支払うものとする。 

（支払遅延利息） 

第７条 甲は、前条の支払期限内に賃借料を支払うことができないときは、支払い期限の翌日から起

算して支払日までの日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256

号）第８条第１項の規定に基づく遅延利息の率を乗じて計算した額を支払い遅延利息として乙に支

払うものとする。 

（物品の使用及び管理） 

第８条 甲は、物品の使用及び管理については、善良な管理者の注意をもって行うものとする。 

（秘密の保持） 

第９条 乙（乙の社員及び乙の指定する者を含む。）は、機器の設置場所に立ち入って得た業務上の

別添３ 



 

秘密を第三者に漏洩してはならないほか、別記「個人情報取扱特記事項」及び愛媛県情報セキュリ

ティポリシーを遵守しなければならない。 

２ 前項の規定は、この契約期間の満了後及び契約解除後も同様とする。 

（保険） 

第１０条 乙は、機器の賃貸借期間中、乙の名義で機器に保険を付さなければならない。 

２ 機器に保険事故が発生したときは、保険金は乙が受け取る。 

３ 乙は、前項の保険金を次の用途に使用するものとする。 

 (1) 機器の復元又は修理若しくは同種機器への交換。 

 (2) 保険事故により第三者に与えた損害に対する保障 

（瑕疵） 

第１１条 乙は、物品の貸付中であっても、その瑕疵については、随時情報提供を行うとともに、手

直し、又は取り替えの義務を負うものとする。 

（損害賠償） 

第１２条 乙は、自己の責めに帰すべき理由により、この契約の定める義務を履行しないため、甲に

損害を与えたときは、その損害に相当な金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

２ 甲が自己の責めに帰すべき理由により、物品を滅失又は使用不能（修理不可能）の状態にき損し

たときは、乙は、甲にその賠償を請求できるものとする。 

（甲の解除権） 

第１３条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、催告をしないでこの契約を解

除することができる。 

 (1) この契約に違反したとき。 

 (2) 正当な理由なく業務に着手しないとき。 

 (3) 賃貸借契約開始までに機器利用の見込みがないと認められるとき。 

 (4) 業務の実施に関し不正の行為があったとき。 

 (5) 正当な理由なく甲の指示に従わないとき。 

(6) 乙又は乙の代表役員等、一般役員等若しくは経営に事実上参加し若しくは実質的に経営を支

配している者が、暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２

号に規定する暴力団の関係者をいい、愛媛県暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員

等を含む。）であると認められるとき。 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除したときは、乙は、賃借料の10分の１の額を違約金として

甲に支払うものとする。 

３ 前項の規定は、甲に生じた損害額が前項に規定する違約金の額を超える場合においては、

甲が乙に対して賠償を請求することを妨げるものではない。 

４ 甲は、この契約を解除した場合において、既済の業務のうち分割して引渡しを受ける利

益がある部分の引渡しを乙に請求することができる。この場合において、甲は、当該引渡

しを受けた部分に相当する賃借料を乙に支払うものとする。 

５ 乙は、第１項の規定により甲が契約を解除したときは、これにより被った損害について、甲にそ

の賠償を求めることができない。 

（談合その他不正行為による甲の解除権） 

第１４条 甲は、乙（第３号及び第４号にあっては、乙が法人である場合においてはその役員又は使

用人、個人である場合においてはその者又は使用人を含む。）がこの契約に関して、次の各号のいず

れかに該当したときは、契約を解除することができる。 

(1) 公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54

号。以下「独占禁止法」という。）第 49条に規定する排除措置命令（以下「排除措置命令」という。）

を受け、当該排除措置命令が確定したとき。 

(2) 公正取引委員会から独占禁止法第 62条第１項に規定する納付命令（以下「納付命令」という。）

を受け、当該納付命令が確定したとき。 

(3) 刑法（明治 40年法律第 45号）第 96条の６若しくは第 198条又は独占禁止法第 89条第１項若

しくは第 95 条（独占禁止法第 89 条第１項に規定する違反行為をした場合に限る。）の罪を犯したこ

とにより、有罪判決が確定したとき。 



 

(4) 刑法第 197条から第 197条の４までに規定する賄賂を甲の職員（一般職及び特別職に属する職

員をいう。以下この号において同じ。）、職員になろうとする者又は職員であった者に供与し、又はそ

の約束をしたとき（これらの者に対して有罪判決が確定したときに限る。）。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定に基づき契約を解除した場合に準用する。 

（その他の甲の解除権） 

第１５条 甲は、第 13 条第１項又は前条第１項に定める場合のほか必要があると認めるとき

は、乙と協議のうえこの契約を解除することができる。 

（乙の解除権）  

第１６条 乙は、甲がこの契約に定める義務を履行しないときは、この契約を解除することができる。 

（賠償の予約） 

第１７条 乙は、第 14 条第１項各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除するか否

かを問わず、賠償金として、賃借料の10分の１に相当する額を支払わなければならない。賃貸

借契約が満了した後も同様とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りではない。 

(1) 第１４条第１項第１号及び第２号に掲げる場合において、排除措置命令又は納付命令の対象にな

る行為が、独占禁止法第２条第９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年公正取引委員会

告示第 15号）第６項に規定する不当廉売に該当するとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、甲が特に必要と認めるとき。 

２ 前項の規定は、甲に生じた損害額が前項に規定する賠償金の額を超える場合においては、甲が乙

に対して賠償を請求することを妨げるものではない。 

（物品の返還） 

第１８条 甲は、賃貸借期間が満了したとき、又は前条の定めによりこの契約が解除されたときは、

物品を速やかに乙に返還するものとする。ただし、乙の承諾を得たときは、その限りではない。 

２ 機器返還時には、ハードディスク内に保存された電子データをデータ消去ソフトにより完全消去

するなど、情報漏洩防止のための万全の措置をとること。 

３ 物品返還時の撤去に関する全ての費用は、乙の負担とする。 

（権利の譲渡） 

第１９条 乙は、あらかじめ甲の承諾を得なければ、この契約上の権利の全部又は一部を第三者に譲

渡することができない。 

（契約の費用） 

第２０条 この契約の締結に関する費用は、乙の負担とする。 

（管轄裁判所） 

第２１条 この契約から生じる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の事務所の所在地を管轄

する地方裁判所をもって管轄裁判所とする。 

（物品の移動） 

第２２条 甲は、物品を設置場所から移転する必要が生じたときは、あらかじめ乙に通知するものと

する。 

（協議） 

第２３条 この契約の履行につき疑義を生じた事項又はこの契約に定めない事項についてはその都

度、甲・乙協議して定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲・乙記名押印して、各自１通を保有する。 

 

  令和６年  月  日 

 

            愛媛県松山市一番町４丁目４－２ 

         甲  愛   媛   県 

            知 事   中 村 時 広 

 

 

             

         乙   

    

 



 

別記 
 

個人情報取扱特記事項 

 

 （基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に当たっては、個人の権利利

益を侵害することのないよう、個人情報の適切な管理を行わなければならない。 

 

 （秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに第三者に漏らしてはならない。

この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

２ 乙は、この契約による業務に関わる責任者及び従事者に対して、在職中及び退職後において、この

契約による業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用し

てはならないこと、これに違反した場合は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の

規定に基づき処罰される場合があることその他個人情報の適切な管理に必要な事項に関する研修をし

なければならない。 

 

 （保有の制限） 

第３ 乙は、この契約による業務を行うために保有する個人情報は、業務を達成するために必要な最小

限のものにしなければならない。 

 

 （安全管理措置） 

第４ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は毀損（以下「漏えい

等」という。）の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、この契約による業務の責任者及び従事者を定め、書面により甲に報告しなければならない。 

３ 乙は、責任者及び従事者を変更する場合は、事前に書面により甲に報告しなければならない。 

４ 乙は、従事者の管理体制及び実施体制並びにこの契約による業務で取り扱う個人情報の管理の状況

についての検査に関する事項について書面により甲に報告しなければならない。 

 

 （利用及び提供の制限） 

第５ 乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、この契約による業務に関して知り得た個人情報の内

容を契約の目的以外の目的に利用し、又は提供してはならない。 

 

 （複写、複製の禁止） 

第６ 乙は、この契約による業務を処理するために甲から提供された個人情報が記録された資料等を、

甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 

 （再委託の禁止等） 

第７ 乙は、この契約による個人情報を取り扱う業務を第三者に委託（以下「再委託」という。）して

はならない。 

２ 乙は、この契約による業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は、再委託先の名称、再

委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う個人情報の内容、再委託先にお

ける安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、

業務の着手前に、書面により再委託する旨を甲に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 前項の場合、乙は、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、甲に対して、再

委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

４ 乙は、再委託先に対して、再委託した業務の履行状況を管理及び監督するとともに、甲の求めに応

じて、その管理及び監督の状況を適宜報告しなければならない。 



 

５ 前各項の規定は、再委託先が委託先の子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第１項第３号

に規定する子会社をいう。）である場合も、同様とする。 

 

 （派遣労働者利用時の措置） 

第８ 乙は、この契約による業務を派遣労働者に行わせる場合は、派遣労働者に対して、本契約に基づ

く一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 乙は、甲に対して、派遣労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

 

 （資料等の返還等） 

第９ 乙は、この契約による業務を処理するため甲から提供を受けた個人情報が記録された資料等は、

業務完了後直ちに甲に返還するものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うもの

とする。 

２ 乙は、この契約による業務を処理するため乙自らが取得し、又は作成した個人情報が記録された資

料等は、業務完了後速やかに、かつ確実に廃棄又は消去するものとする。ただし、甲が別に指示した

ときは、その指示に従うものとする。 

 

 （個人情報の運搬） 

第10 乙は、この契約による業務を処理するため、又は業務完了後において個人情報が記録された資料

等を運搬するときは、個人情報の漏えい等を防止するため、乙の責任において、確実な方法により運

搬しなければならない。 

 

（実地検査） 

第11 甲は、乙がこの契約による業務に関して取り扱う個人情報の管理体制、実施体制及び管理の状況

等について、随時実地に検査することができる。 

 

（指示及び報告等） 

第12 甲は、乙がこの契約による業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、乙に対

して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

 

 （事故時の対応） 

第13 乙は、この契約による業務に関し個人情報の漏えい等の事態が生じ、又は生じたおそれがあるこ

とを知ったときは、その事態の発生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに甲に対して、当該事態に関

わる個人情報の内容、件数、原因、発生場所及び発生状況を書面により報告し、甲の指示に従わなけ

ればならない。 

 

（損害賠償） 

第14 乙は、その責めに帰すべき事由により、この契約による業務の処理に関し、個人情報の取扱いに

より甲又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。再委託先又は派遣労

働者の責めに帰する事由により甲又は第三者に損害を与えたときも同様とする。 

 

（契約の解除） 

第15 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、この契約の全部又は一部

を解除することができる。 

 



別紙１ 

 

 （機器明細を記載予定） 



別紙２

機関 住所

本庁 松山市一番町４丁目４－２ 1

四国中央土木事務所四国中央市三島宮川４丁目６－５５ 1

東予地方局建設部 西条市喜多川７９６－１ 1

今治土木事務所 今治市旭町１丁目４－９ 1

中予地方局建設部 松山市北持田町１３２ 1

久万高原土木事務所上浮穴郡久万高原町久万190-1 1

大洲土木事務所 大洲市田口甲４２５－１ 1

八幡浜土木事務所 八幡浜市北浜１丁目３－３７ 1

西予土木事務所 西予市宇和町卯之町５丁目175－3 1

南予地方局建設部 宇和島市天神町７－１ 1

愛南土木事務所 南宇和郡愛南町城辺甲2420 1
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